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I．はじめに(公表の趣旨）

本報告書は､海上運送法第１９条の２の2及び内航海運業法第25条の２に基づ

き､輸送の安全にかかわる情報を公表するものです。

我が国の周辺海域では､海運･漁業･マリンレジャー等幅広い分野にわたり、多

種多様な活動が行われています｡また､海上輸送は､我が国の経済産業や国民生

活を支える上で必要不可欠なものとなっており、事故が発生した場合には、人

命はもちろん、我が国経済にも大きな影響を及ぼすおそれがあります。

このため、国土交通省をはじめとした関係省庁において、船舶の安全確保に

向けた様々な取り組みが行われているところです。

本報告書により、船舶運航事業者及び利用者の輸送の安全確保に対する意識

が一層高まることを期待します。
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Ⅱ輸送の安全にかかわるI情報

１．海難の発生状況

（１）船舶(全体)の海難隻数の推移

平成22年における船舶事故隻数は2,400隻で､前年と比較すると約150隻減

少しております。
（単位:隻・年）
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(2)商船の海難隻数の推移

最近の商船(貨物船､タンカー､旅客船)全体の海難隻数は､減少傾向にあるも

のの､依然として年間５００隻弱となっております。
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(3)商船の船種別海難隻数

商船の船種別(貨物船､タンカー､旅客船)にみると､貨物船に係る海難隻数が

最も多くなっています。
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2.交通安全基本計画等

(1)第８次交通安全基本計画

交通安全基本計画は､交通安全対策基本法に基づき､陸上､海上及び航空交

通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱等を定め､５年ごとに作成され

ています。

平成１８年３月１４日、中央交通安全対策会議において定められた第８次交通安

全基本計画(計画期間:平成１８年度～平成22年度)において､｢海上交通の安全」

については､海難の発生を未然に防止すること､乗船者等の迅速かつ的確な捜索

救助･救急活動を推進し､海難等のない社会を目指すこととされるとともに､以下の

目標が掲げられました。

○数値目標及び達成状況

[目標①］大規模海難発生数ゼロ

輻犠海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生を防止し､その発生

数をゼロとすることについては､平成21年､関門港において､航路を閉塞する船舶

同士の衝突事故が発生したことにより、目標達成にはいたりませんでした。
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[目標②］死者･行方不明者数220人以下

平成22年における海難及び船舶からの海中転落による死者･行方不明数は197

人であり、目標値の２２０人を下回りました。
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(2)国土交通省政策評価

○政策評価における数値目標及び達成状況

[目標］国土交通省として定める政策評価においては､平成23年までの５年間で

平成１８年比で商船の海難船舶隻数を1割以上減少させることが目標とされ

ています。

平成22年の実績値は､482隻であり､平成21年に比べ７隻増加(1.2％増)となっ

ていますが､長期的には減少傾向にあり､平成１８年比では－７％減少しています。
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(3)第９次交通安全基本計画

平成23年３月３１日、中央交通安全対策会議において第９次交通安全基本計

画(計画期間:平成23年度～平成27年度)が決定されました｡この中では､海難事

故について､以下の目標が掲げられています。

○数値目標

[目標①］我が国周辺で発生する海難隻数(本邦に寄港しない外国船舶によるも

のを除く｡)を第８次計画期間の年平均(2,473隻)と比較して､平成２７年ま

でに約1割削減(2,220隻以下)する。

[目標②］「ふくそう海域｣における,航路閉塞や多数の死傷者が発生するなどの

社会的影響が著しい大規模海難の発生を防止し､その発生数をゼロとす

る。
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